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表 1 各地点の盛土高 

図 1 解析対象地点 

図 2 解析地点の地層構成（左：A地点 右：B地点） 
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１.はじめに 地震時の地盤液状化により,盛土の沈下や護岸の移動とそれによる背後地の側方流動が発生するこ

とが知られている．しかしながら,隣接する盛土や,近接する河川が盛土の変位量に及ぼす影響を調べた例はこれ

までほとんど無い．四国には河川に併走する高速道路盛土があり,本研究ではこの高速道路盛土及び河川堤防の地

盤液状化による変位量を解析的に検討した． 

２.解析概要 本研究では図 1 の 2 地点（A,B 地点）

を対象とした．両地点の地層構成と N 値の分布を図

2に示す．両地点とも地下水位は GL.-2.0m 付近と浅

く,それ以深に緩い砂層（As1,As2）が厚く堆積してい

る．解析には、地震残留変形解析手法 ALID1）を用い

た．地盤は水平方向に一様であると仮定し,解析領域は

深度方向には液状化しないと思われるAg2層まで,水平

方向には A 地点については高水敷きが非常に広い為,

液状化による地盤の変形を拘束しないよう,両盛土の

法先から約 100m までを,B 地点については河道の中央

部までをモデル化した．道路盛土と河川堤防の高さを

表 1 に示す．A 地点では道路盛土よりも河川堤防が高

く,B地点ではほぼ同じ高さである．解析モデル図を液

状化判定の結果とともに図 3 に示す.液状化判定は道

路橋示方書 2）に従って行った．地盤内の応力は直上の

土被り圧とした.また地震動は,中央防災会議による南

海地震の基盤波形を用い地震応答解析によって得られ

た当該地点での地表面最大加速度（＝0.23）を用いた．

液状化判定によって算出される FL の値は上載圧によって変化するため,法面

など高さが変化する箇所はその中間高さで液状化判定を行った． 

砂層（As1,As2）の初期せん断剛性は図 2に示した N値と以下の式（１）,（２）

により算出した．盛土は線形材料と見なし,高速道路については既往の高速道路盛土の調査結果から G=260MPa,河

川堤防については仮定した N 値（＝6）を基に 40MPa とした．液状化による剛性低下率は既往の研究を基に,盛土

と堤防については 1/40,液状化層の上部にある非液状層については 1/10 とした． 
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３.解析結果 図 3 の液状化判定の結果から両地点ともに盛土の直下地盤は FL の値が周辺地盤より大きく,また B

地点では護岸及び河道は低いことが分かる．液状化による残留変形図を図 4に,両地点の盛土天端中央部の沈下量

及び天端中央部に生じた水平変位量を表 2に示す．A地点は河川堤防の方が高速道路の盛土より大きいために高速

道路が押されるように左側に変位しており,B 地点では河道までをモデル化してあるため河川堤防及び高水敷が大

きく河道側に変位している. 両地点とも河川堤防の方が大きく変位しているのは,高速道路の盛土より初期せん 

 高速道路 河川堤防 

A地点 1.7m 6.5m 

B 地点 6.1m 6.3m 
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図7 沈下量と水平変位の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断剛性が低いことも一因であると考えられる． 

河道までのモデル化の有無による両地点の違いを見て

みると,前述のように河道までのモデル化を行った B 地

点では河道側への側方流動によって河川堤防が大きく水

平変位し,沈下量も約 70cm と大きい.この側方流動が

堤防の沈下量に及ぼす影響を調べるため,盛土の耐震

化対策として行われる法先の地盤改良を想定し,B地点

について,高水敷を深さ28.5m,法先から幅10m及び20m

の範囲で FLの値＝1.1 とした解析を行った．FLの分布

を図 5に、また残留変形を図 6に示す．また,図 7は沈

下量と水平変位の関係である.図 7 より,改良幅を大き

くすると水平変位は 90cm から約 45cm まで 50%減少す

るが,沈下量は7cm(10%)ほどしか減少していない.この

ことから,今回の解析では大きく側方流動する地盤で,

側方流動を低減させても沈下量は大きくは減少しない

ことがわかった. 

４.まとめ 河川に近接する区間を対象に,南海地震発

生時における地盤の液状化による盛土の変位量予測を

行い,以下の結果を得た． 

１）複数の盛土が隣接している場合,盛土高などの形状に違いによって互いの 

挙動に影響を与える. 

２）河川が近接している場合,高水敷及び河川堤防が大きく側方流動する． 

３）河川が近接している場合,地盤の側方流動を低減させても盛土の沈下量は 

大きくは減少しない. 

５.参考文献 １）ALID研究会,2次元液状化流動解析プログラム（第4版）,2007 

２）社団法人日本道路協会, 道路橋示方書・同解説Ⅴ 耐震設計編, 2002 

  沈下量(cm) 水平変位(cm) 

  高速道路 河川堤防 高速道路 河川堤防 

A地点 48.8 81.8 -19.5 10.3 

B 地点 51.1 69.5 7.0 90.3 

図 4 変形図（左：A地点 右：B地点） 

図 3 FL 分布図（左：A地点 右：B地点） 
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表 2 各地点の変位量 
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図 5 FL 分布図（左：改良幅 10m 右：改良幅 20m） 
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図 6 変形図（左：改良幅 10m 右：改良幅 20m） 
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